



































































































































































































































































































































































































































－ 第11回 日韓法学会・韓日法学会共同シンポジウム －
３．身元保証
（1）雇用における身元保証
　身元保証のうち、雇用契約における被用者
の損害賠償債務を親族等が保証する場合につ
いては、身元保証法（1933年）が、保証人
の責任の制限を定めている。期間の制限（原
則3年、約定でも５年ごとにしか延長できな
い。１条・２条）、一定の事由による債権者
（使用者）の通知義務（３条）と身元保証人
の解約権（４条）、裁判所による合理的な責
任制限（５条）が明文で規定されている。ま
た、身元保証人が死亡した場合、相続人は既
発生の保証債務のみを相続すると解されてき
た（大判昭和18（1943）年９月10日民集22
巻948頁）。
　2017年改正により、雇用における身元保
証は、損害賠償債務の根保証であれば465条
の２に基づき極度額の定めが必要になり、損
害担保契約的な性質ものであれば同条が類推
適用されると解される34。
（2）高齢者等の身元保証
　他方で、病院への入院契約、介護施設入所
契約やサービス付高齢者住宅（サ高住）入居
契約において要求される身元保証人は、身元
保証法の適用対象外である。ここでいう身元
保証人には、入院費や施設利用料等の保証だ
けでなく、手続や生活の支援、退院時や死亡
時等の身元の引受け等も期待される。親族が
なることが多いこのタイプの身元保証人の債
務も高額化しうるため（2017年改正による
465条の２以外にも）保証人保護の必要性が
あるものの、通常の保証人保護と異なる考慮
が必要となる。すなわち、債権者が公益的性
34　潮見佳男『新債権総論Ⅱ』（信山社、2017年）764頁、大澤武史=山本一貴「民法改正による人事労務分野への影響」労
政時報3964号（2018年）40-63頁（47頁）。
35　大澤慎太郎「身元保証サービスと消費者保護」現代消費者法37号（2017年）13-21頁（19-20頁）。
36　大澤慎太郎「身元保証サービスと消費者保護」現代消費者法37号（2017年）13-21頁（21頁）。
37　齋藤由起「保証の諸類型と保証法の多様化」法セミ713号（2014年）15-19頁（18頁）。
38　茆原洋子「保証被害根絶に向けて：これまでを振り返り、これからを考える」神奈川県弁護士会専門実務研究13号（2019
年）73-86頁（81-84頁）。
39　たとえば、不動産賃貸借の保証のうち損害賠償債務にかかる部分や、身元保証など、一回的な事故の危険に対する保険
等による対処の可能性について、槇悌二「根保証」『現代契約法体系（6）』（有斐閣、1984年）76頁。
質を帯びている病院や施設等であるため債権
者保護も必要であり、同時に主債務者である
高齢者等ももとより保護すべきであるから、
単純な保証人保護は適切でない35。そして、
民法ではなく、社会保障制度・政策の問題と
して処理できる面もある36。
Ⅴ．おわりに
　日本において、民法上の保証人保護に関す
る規定で想定される「保証」としては、中小
企業の事業のための貸金等債務の根保証と保
証が中心に据えられてきた37。また、判例や
特別法による保証人保護は、抽象的かつ部分
的であった。たしかに、2017年の改正により、
保証人保護が一定程度は進んだ。しかし、規
定が複雑化した一方で、大事な部分の取りこ
ぼしが残っている。
　人的担保への依存は、銀行等の金融機関に
よる融資や不動産賃貸借においては解消され
てきているものの、依然として問題となって
いる。こうした状況で、主債務者への「貸し
過ぎ」だけでなく「保証し過ぎ」の対策が十
分と評価されるまで、今後も議論と改正が続
くであろう。たとえば、ガイドライン等のソ
フト・ローによって形成されつつある規範が、
すべての（特に個人）保証人に適用できるよ
うな立法に反映される可能性もあるだろう。
他にも、保証の対象を縮小し、高すぎる違約
金や遅延損害金を保証人に請求できないよう
にするという方法もありうる38。
　ただし、保証に関する立法を考えるにあたっ
て、「保険」との住み分け39を含めて、保証
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人保護と融資円滑化の間のバランスをどうと
るべきかという視点40が不可欠である。また、
「保証」をどう捉え制度設計するかを考える
には、保証契約に内在的な規制と弱者保護の
ための規制を分けて検討し41、保証をめぐる
「人」の捉え方について考え直すことも必要
とされる42。
40　保証人の保護を徹底し過ぎると、主債務者たる会社を経営する保証人の場合には、金融の機会が失われるおそれがある（大
澤慎太郎「保証の成立における法的諸問題」法セミ713号（2014年）20-24頁（24頁））。また、契約自由の原則との関係では、
保証契約の内容規制だけが深化し過ぎることも問題となりうる（齋藤由起「債権法改正の争点 保証：過大な責任からの
保証人の保護」ジュリ1417号（2011年）79-82頁（81頁））。他方で、保証会社すら保証できないローンを一個人が保証
する状況は、不健全ともいえる（矢吹徹雄「自然人保証は廃止すべきか」ジュリ1417号（2011年）74-78頁（76-77頁）。
情義的な個人保証を禁止してよいとする）。
41　山口敬介「韓国保証法の近時の展開：日韓比較保証法序説」河上正二=大澤彩編『人間の尊厳と法の役割』（信山社、
2018年）185-206頁（204頁）。
42　山口敬介「韓国保証法の近時の展開：日韓比較保証法序説」河上正二=大澤彩編『人間の尊厳と法の役割』（信山社、
2018年）185-206頁（206頁）。
